
２０２５（令和７）年度 教区策定事業 

 

「 子ども・若者ご縁づくり 」－キッズサンガをさらに－ 

組実践活動実施要項 
 

１、趣  旨 

宗門では｢ご縁のある大人たちが、すべての子どもと接点を持ち、子どもととも

に阿弥陀さまのご縁に遇っていこうとする運動｣として、全寺院｢子どものつどい｣ 

－キッズサンガ－が推進されてきました。また、急激な少子高齢化と経済の低迷

する中で、お寺が広く地域に開かれ、地域と連携し、子どもから大人まで様々な

年代の人々が、み教えとともに集うお寺本来のあり方を取り戻す営みとして始ま

ったのがキッズサンガであります。 

そして、対象年齢層を明確にし、これまで全くお寺にご縁のなかった若者にご

縁をつくっていこうとする取り組みを加え｢子ども・若者ご縁づくり｣と名称変更

し推進してまいりましたが、２０２５年（令和７）年４月１日より「子ども・若

者ご縁づくり推進室」はすべての個人への教化活動を「ご縁づくり」と捉え、「ご

縁づくり推進協議会」（仮称）を設置し、宗門全体で「ご縁づくり」が引き続き推

進されるよう検討することとなりました。 

つきましては、教区・特区に設置しております「教区子ども・若者ご縁づくり

推進委員会」や、教区マネージャー並びに特別会計はこの宗則の発布に伴い一旦

終了となりますが、２０２５（令和７）年度は移行期間として位置づけ、大阪教

区として引き続き、「ご縁づくり」推進のため、議論できる体制（会議体）並びに、

それに基づく会計を教区独自に構築し、これまで通りキッズサンガの理念を継承

し、｢ともに阿弥陀さまのご縁に遇っていこうとする｣教化活動として、ご縁をつ

くり・つなぎ・深める活動を経常的に推進していきます。 

子ども・若者ご縁づくりの活動を通して、様々な年代の人々が｢お寺を居場所｣

と感じてもらい｢手を合わせ、お念仏申す人｣となってもらうことを願い、組内の

お寺どうしが力を合わせ、組をあげて子ども・若者にみ教えを伝えるご縁づくり

に取り組み、お寺本来の姿をめざしていきましょう。  

 

２、活動テーマ 

  次世代へのご縁づくりをみんなで ～ご縁をつくり・つなぎ・深める～ 

 

３、活 動 方 法 

  組サポーターが中心となって、組内の寺院が子ども・若者とご縁をつくることが

できるように活動する 

 

４、活 動 内 容 

（１）ご縁づくりを推進するための協議会の実施 

［例］①組会あるいはそれに準ずる会議において、「子ども・若者ご縁づく  

り」について協議する場を設定する 

②組または組内寺院ですでに実施されている「ご縁づくり」活動の報

告会や事例紹介 



 

③さらに組総代会や組仏婦の行事に教区マネージャーを招いて「子ど

も・若者ご縁づくり」推進の情報共有 

（２）組での具体的な活動の実施 

      ［例］①子ども・若者の現状を知るための研修会など 

         ②組全体の行事（成人式、はなまつり、サマースクールなど）の企画・運営 

 

５、サポート体制 

活動を実施するにあたり、事例や活動紹介を希望されます組は、｢子ども・若者ご

縁づくり｣教区マネージャーまたは大阪教区｢子ども・若者ご縁づくり｣推進委員会

より、｢派遣申請要項｣に基づき、事例紹介の出向者を派遣いたしますので、ご活用

ください。 

 

６、期   間 

２０２６（令和８）年３月３１日まで 

 

７、会   場 

組内寺院、他 

 

８、活動助成金 

１組あたり３０，０００円を交付（年１回に限り交付） 

（協議会のみの場合は１０，０００円を交付） 

 

９、実 施 方 法 

(１)組サポーターと協議して内容を計画してください。 

(２)組では、各寺院が「子ども・若者ご縁づくり」を実施するために、助けとな

るような推進活動であることを、組内寺院に伝達してください。 

(３)できるだけ継続的な目標を持ってください。 

(４)すでに［活動内容（１）ご縁づくりを推進するための協議会の実施］をされ

た組については、これまでの協議を踏まえ、発展的な目標を持って取り組ん

でください。 

 

10、事 務 手 続 

①事務手続上、実施後 1 カ月以内に組長印押印のうえ、教区へ「実践活動実施報

告書」を２部ご提出願います。 

※特に３月実施分については、実施後、直ちに教区へご提出願います。 

※教務所にて受付日・確認印押印後、１部を控えとして組へ返却いたします。 

※報告書は合同実施の場合も含めて各組よりご提出願います。 

②報告書提出の際には、当日使用されたレジュメや資料もご提出ください。 

③実施日より２カ月を超えて交付申請のあった場合は、助成金は交付できません。

④原則、組代表サポーターが「実践活動実施報告書」を作成してください。 

 

以 上 


